
- 1 - 

 

 

指定地域密着型特定施設入居者生活介護 重要事項説明書 

 

指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に当たり、事業所の概要や提供されるサービスの内

容、利用上の留意事項等の重要事項について次の通り説明します。 

 

１ 事業の目的と運営方針 

社会福祉法人和創会（以下｢事業者｣という。）が開設する指定地域密着型特定施設入居者生活介護

彩（いろどり）（以下「事業所」という。）は、介護保険法令等に従い、事業所の従業者等（以下

「従業者」という。）が、要介護状態にある利用者（以下「利用者」という。）に対し、地域密着型

特定施設サービス計画に基づき、指定地域密着型特定施設入居者生活介護サービスを提供すること

により、本事業所において利用者の有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう

にすることを目的とします。 

 

２ 事業者（法人）の概要 

事業者（法人） 社会福祉法人和創会 

所在地 〒861-4157 熊本県熊本市南区富合町古閑９９４－１ 

代表者 理事長 由井 照二 

設立年月日 平成６年４月２５日 

電話番号 ０９６－３５８－４１１７ 

 

３ 有料老人ホーム事業の概要（住まいの概要）  

施設名 地域密着型特定施設入居者生活介護 彩 

施設の類型・表示事項 介護付き有料老人ホーム 

所在地 〒861-4147 熊本県熊本市南区富合町廻江 ５９９番地１ 

開設年月日 平成２０年６月１日 

電話番号 ０９６-２４３-１０１３ 

ＦＡＸ番号 ０９６-２４３-１０１２ 

事業所までの主な利用

交通手段 

JR 富合駅より距離2.7km 産交バス 南区役所バス停下車 徒歩8分 

（701ｍ） 

    

３ 事業所の概要 

 (1) 事業所の概要     

事業所名 地域密着型特定施設入居者生活介護 彩 

指定番号 4392300077 

所在地 〒861-4147 熊本県熊本市南区富合町廻江 ５９９番地１ 

事業所管理者 水上 裕美 

事業所指定年月日 平成２０年６月２０日 

電話番号 ０９６-２４３-１０１３ 

ＦＡＸ番号 ０９６-２４３-１０１２ 
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(2) 建物及び設備の概要   

敷地面積 2892 ㎡ 

土地所有関係 事業者が自ら所有する土地 

建物所有関係 事業者が自ら所有する建物 

建物 延べ面積：411.99 ㎡  

耐火構造：準耐火建築物 

構造：木造平屋建て 

 

居室（一般居室） １０室（１８．６㎡）全室個室（定員１名） トイレ・ナースコール設置 

一時介護室 各居室にて対応 

浴室 一般浴槽 

共用トイレ 1か所設置 

食堂 機能を十分に発揮し得る適当な広さを有する食堂を設け、利用者が使用し 

やすい適切な備品類を備えます。 

機能訓練室 利用者が使用できる機能を十分に発揮し得る適当な広さを有する機能訓練 

室を設けます。 

その他 ・消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けています。 

・事業所内は車椅子で円滑に移動することが可能な構造を有しています。 

     

(3) 事業所の従業者体制 

 職務の内容 員数 

管理者 業務の一元的な管理 １名 

生活相談員 利用者の相談援助、苦情への対応等 １名以上 

介護職員 介護業務 ３名以上 

看護職員 保健衛生管理及び看護業務 １名以上 

機能訓練指導員 機能訓練等の指示・助言 １名以上 

計画作成担当者 地域密着型特定施設サービス計画の作成等 １名以上 

その他の従業者  必要数 

 

(4) 定員 

定員 １０名 

 

４ サービスの内容  

(1) 介護保険給付対象サービス 

 ① 次のサービスについては、居住費・食費を除き、通常9割（～7割）が介護保険から給付されま

す。「５ 利用料等」をご確認ください。 

種  類 内     容 

地域密着型特

定施設サービ

ス計画の作成 

地域密着型特定施設サービス計画（以下この欄において「サービス計画」とい

う。）を作成します。 

・ サービス計画は、計画担当者がサービス計画について、利用者又は代理人

及び身元保証人兼連帯保証人に対して説明し、同意を得たうえで作成しま

す。 

・ サービス計画には、利用者又はその家族の希望、利用者について把握され

た解決すべき課題、特定施設サービスの目標及びその達成時期、特定施設

サービスの内容、特定施設サービスを提供する上での留意事項を記載しま

す。 

・ 事業所は、サービス計画を作成後においても、サービス計画の実施状況を

把握するとともに利用者についての解決すべき課題を把握し必要に応じ
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て、サービス計画を変更するものとします。 

・ 事業所は、サービス計画を作成又は変更した場合には、利用者又は代理人

及び身元保証人兼連帯保証人に対して書面を交付し、その内容を確認する

ものとします。 

介 護 

利用者の自立の支援及び日常生活の充実に資するよう、利用者の心身の状況に

応じて、適切な技術をもって行います。 

・ 入浴又は清拭は週２回以上行います。 

・ 適切な方法により、排せつの自立について必要な援助を行います。 

・ その他、食事、離床、着替え、整容等の介護を適切に行います。 

機能訓練 
利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の改善又は維

持するための機能訓練を実施します。 

健康管理 

看護職員により、日常の健康相談や定期的な血圧・体重測定など、常に利用者

の健康の状態に注意し、必要に応じて健康保持のための適切な措置を行いま

す。 

相談及び援助 

常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用

者又はご家族に対し、その相談に適切に応じるとともに必要な助言その他の援

助を行います。 

 

 ②介護を行う場所及び居室の移動等について 

  ア 要介護時（認知症を含む）に介護を行う場所は、一般居室となります。 

  イ 入居後の居室の移動は原則としてありません。 

  ウ 要介護状態が重度化し、当事業所での介護が困難になった場合、医師の意見を踏まえ、本

人及び代理人並びに身元保証人兼連帯保証人と協議の上、他の施設への住み替えを検討しま

す。 

   

 (2) 介護保険給付対象外サービス 

事業所は利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人との合意に基づき、以下の介護保険給

付対象外サービスを提供するものとします。  

① 特別な食事 

    利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人のご希望に基づいて特別な食事を提供します。 

   ② 貴重品の管理    

     利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人の希望により、貴重品管理サービスをご利用い

ただけます。詳細は、以下の通りです。 

   ・管理する金銭の形態：事業所の指定する金融機関に預けている預金または小口現金 

   ・お預かりするもの：上記預金通帳と金融機関へ届け出た印鑑 

   ・保管管理者：管理者 

   ・出納方法 ：保管管理者は上記届け出の内容に従い、預金の預け入れ及び引き出しを行いま

す。保管管理者は入出金の都度、入出金記録を作成し、その写しを利用者又は代

理人及び身元保証人兼連帯保証人へ交付します。 

         小口現金は、出納帳を作成し小口現金の入出金記録を記載し、購入した物品の領収

証と出納長の写しを利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人へ交付しま

す。 
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③ 利用者の嗜好品の購入 

   利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人の希望により、必要に応じて従業員が代行しま

す。 

④ サービス提供に関する記録の複写物の提供 

利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人の希望により、サービス提供に関する記録の 

複写物の提供をします。 

  ⑤ 教養娯楽設備等の提供、レクリエーション、クラブ活動 

 利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人の希望により教養娯楽設備等を提供し、レク

リエーションやクラブ活動に参加していただくことができます。 

    ⑥ 理美容サービス 

        理美容師の出張による理美容サービスをご利用いただけます。 

⑦ インフルエンザ等感染症予防対策 

    利用者及び代理人並びに身元保証人兼連帯保証人、ご家族の意向を確認し、インフルエンザ等

感染症の予防接種を行います。 

  ⑧ 利用者の移送 月内の移送が２回以上の場合、３回目から移送費が１回ごとに700円発生しま

す。 

      利用者の通院や入院時の移送サービスを行います。  

    【対象地域】 熊本市及び宇城広域内  

  ⑨ おむつ等の提供 

    必要時、実費にて提供いたします。 

  ⑩ 体験入居 居室に空きがある時のみ、受け付けます。  

・宿泊、食事、活動など入居者と一緒に体験して頂きます。 

・1泊2食(夕・朝食) 9000円 

５ 利用料等   

介護保険サービスを利用した場合の「基本利用料」は以下の通りです。お支払いいただく「利用

者負担金」は、原則として基本利用料に利用者の介護保険負担割合証に記載された負担割合を乗じ

た額になります。ただし、支払方法が償還払いになる場合は、利用料の全額をお支払いいただきま

す。その場合、お支払いを受けた後、事業所からサービス提供証明書を発行しますので、市町村の

介護保険担当窓口に提出し、後日払い戻しを受けてください。 

(1) 基本部分     

 単位数 

(1単位10円) 

費用額 

〈10割〉 

利用者負担額 

１割 ２割 ３割 

地域密着型特定施設入居者生活介護費 

（１日につき） 

 
 

 

要介護１ 546単位 5,460円 546円 1,092円 1,638円 

要介護２ 614単位 6,140円 614円 1,228円 1,842円 

要介護３ 685単位 6,850円 685円 1,370円 2,055円 

要介護４ 750単位 7,550円 755円 1510円 2,265円 

要介護５ 820単位 8,200円 820円 1640円 2,460円 

短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費 

（１日につき） 
要介護１ 546単位 5,460円 546円 1,092円 1,638円 

要介護２ 614単位 6,140円 614円 1,228円 1,842円 

要介護３ 685単位 6,850円 685円 1,370円 2,055円 

要介護４ 750単位 7,550円 755円 1510円 2,265円 

要介護５ 820単位 8,200円 820円 1640円 2,460円 

  



- 5 - 

 

(2) 加算・減算   

介護保険給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者負担額を変更します。

また上記基本サービス費のほかに、下記加算が発生した場合は自己負担額に追加されます。 

 

【加算・減算名】 単位数 

費用額 利用者負担額 

〈10割〉 １割 ２割 ３割 

 ① 科学的介護推進体制加算  40単位/月 400円 40円 80円 120円 

 ② サービス提供体制強化加算 (Ⅰ) 22単位/日 220円 22円 44円 66円  

 ③ 介護職員等処遇改善加算 (Ⅰロ) 1月につき所定単位数の 15.9％ 

 ④生産性向上推進体制加算  （Ⅱ） 10円 /月  

 

 

 

① 科学的介護推進体制加算 

さまざまなケアにより記録している利用者の状態像に関する情報について、科学的介護情報 

システム（LIFE・ライフ）へのデータ提出とフィードバックの活用により、PDCA サイクルの推

進とケアの質の向上を図る取り組みを実施した場合 

②サービス提供体制強化加算 

介護福祉士の資格者等、経験豊富な職員を一定の割合配置している場合 

③ 介護職員等処遇改善加算 ※新設 

介護職員のキャリアアップの仕組みを作ったり、職場環境の改善を行ったりした事業所に対

して支給される 

 

(3) その他の費用  

① 食事の提供に要する費用 

ア 基本料金 １日当たり １，７９０円 

（朝４００円、昼６４０円、夕６４０円 おやつ１１０円） 

日常の食事以外の特別食、医師の指示等による治療食等はその内容により相談させていた

だきます。おやつ不要の場合はお伝えください。 

イ 入所・退所時等における食費の負担額 

入所・退所の日においては、実際に摂った食ごとの料金とします。ただし、その額がアに

定める負担限度額を下回った場合はその額とします。なお、終日利用する場合には、特別な場

合を除いて実際に取った食数にかかわらず１日当たりの額とします（全ての食事を摂らない場

合を除く。） 
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② 居住に要する費用 

    

居住の権利形態  建物賃貸借方式 

利用料金の支払い方式  月払い方式 

年齢に応じた金額設定  なし 

要介護状態に応じた金額設定  なし 

入院等による不在時における

利用料金（月払い）の取扱い 

日割り計算で減額   

   

ア 基本料金（家賃相当額） 入所・退所の時間にかかわりなく１日当たり １，３００円 

  ３０日の場合 ３９，０００円 

イ 管理費 １日当たり４３２円  ３０日の場合 １２，９６０円 

 建物及び付帯事業所の維持管理費、事務管理費、運営懇談会の費用、健康診断費等健康管理

費、人件費、備品消耗費等に使います。 

入居契約後入居可能日以後に入居していない場合及び長期不在等の場合でも規定の金額を頂

きます。 

ウ 光熱水費 １日当たり６４８円 ３０日の場合 １９，４４０円 

エ 食費、光熱水費、管理費について消費税を加算いたします。  

③ 利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人が選定する特別な食事に関する費用の額 

予め利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人の選択により外食、注文食、行事食な

ど、①に定める通常の食事の提供に要する費用の額では困難な食費の額については、通常の食

費を控除した額を利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人が負担します。当該額は、提

供ごとの食事の内容による価格とします。 

④ 貴重品の管理 （管理費の徴収なし） 

⑤ 生活支援費 （利用料の徴収なし） 

⑥ 利用者の嗜好品の購入費 

実費（小口現金預かり行い、小口から支払行う） 

⑦ サービス提供に関する記録の複写物に関する費用 

１複写につき10円（実費） 

  ⑧ 教養娯楽設備等の提供、レクリエーション、クラブ活動 

    実費（材料代等の実費をご負担いただきます。） 

⑨ 理美容代 

  実費（理美容事業者へ直接お支払いください。） 

⑩ インフルエンザ等感染症予防接種 

実費 

  ⑪ 利用者の移送に係る費用  

    1時間当たり700円をご負担いただきます。 
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⑫ 敷金 

１５０，０００円  

※短期型は徴収いたしません。 

※以下に該当する場合に、この敷金を充当します。 

ア 月々の利用料が支払えなくなった場合 

イ 退去時における居室の原状回復に要する費用が発生した場合 

解約時の返還金 居室の現状復帰費用等を清算後、残金を返金します。 

     

⑬ おむつ代及び生活消耗品は全て買い物代行扱い 

⑭ キャンセル料 設定なし（すべて日割り計算） 

(4) 利用料金の変更   

上記(3)に定める費用については、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相 

当な額に変更することがあります。その場合、事前に変更の内容と変更する事由について、変更を

行う１月前までにご説明します。  

 

６ 利用料金のお支払方法   

利用料は、１月ごとに計算し、翌月の１５日までにご請求いたしますので、請求された月の末日

までに、次のいずれかの方法でお支払いをお願いします。お支払いは、口座引き落としとさせて頂き

ます。入所時に、口座引き落とし手続きのご案内を致します。緊急・やむを得ない事由が生じた場合

は 下記口座への振り込みをお願いする場合があります。 

正当な理由がなく、３ヶ月の未納及び度重なる滞納があり、支払うように催告したにもかかわら

ず支払いが滞った方は、利用をお断りする場合があります。 

 

① 利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人の銀行口座からの自動引き落とし 

② 下記口座への振込み 

※入金確認後、領収証を発行します。 

 

肥後銀行（金融機関コード：０１８２） 川尻支店（支店コード：１０９） 

      普通預金口座（口座番号）１５７７７０２ 

口座名義 社会福祉法人 和創会     理事長  由井 照二 

 

 

７ 事業所を退所いただく場合等   

(1) 利用者の退所 

事業所との契約では、契約が終了する期日は特に定めていません。次の事由があった場合に、

事業所との契約は終了し、利用者に退所していただくことになります。 

① 要介護認定により利用者の心身の状況が自立又は要支援と判定された場合 

② 事業者が解散、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合 

③ 事業所の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

④ 事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 
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⑤ 利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人から退所の申し出があった場合 

⑥ 事業所から退所の申し出を行った場合 

 

(2) 利用者からの退所の申出（中途解約・契約解除）  

契約の有効期間であっても、利用者から事業所へ退所を申し出ることができます。その場合に

は、退所を希望する日の最低７日前までに事業所の管理者まで申告してください。ただし、以下の

場合には、即時に契約を解約・解除し、事業所を退所することができます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② 事業所の運営規程の変更に同意できない場合 

③ 利用者が入院された場合 

④ 事業所若しくは従業者が正当な理由なく本契約に定める指定地域密着型特定施設入居者生活介

護サービスを実施しない場合 

⑤ 事業所若しくは従業者が守秘義務に違反した場合 

⑥ 事業所若しくは従業者が故意又は過失により利用者の身体・財物・信用等を傷つけ、又は著し

い不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑦ 他の利用者が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合若しくは傷つける恐れがある場合に

おいて、事業所が適切な対応をとらない場合 

  

(3) 事業所からの申出により退所していただく場合 

以下の事項に該当する場合には、事業所から退所いただく場合があります。 

① 利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の

重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しが

たい重大な事情を生じさせた場合 

② 利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人によるサービス利用料金の支払いが３ケ月以上

遅延し､相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ 利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人が、故意又は重大な過失により事業所又は従業

者若しくは、他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行う

ことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

④ 利用者が連続して7日以上病院又は診療所に入院すると見込まれる場合、若しくは入院した場

合   

⑤ 利用者が介護老人保健施設に入所した場合若しくは介護医療院に入院した場合 

 

(4) 事業所をご利用中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応  

① 検査入院等７日間以内の短期入院の場合 

  ７日間以内の入院の場合は、退院後再び彩を利用することができます。ただし、入院期間中

は、外泊時費用及び居住費をご負担いただきます。 

② ７日間以上３月以内の入院の場合  

   ７日以上入院される場合には、契約についてご相談をさせていただき、解約とさせていただ

く場合があります。ただし、契約を解除した場合で、３月以内に退院された場合には、再び事

業所に優先的に入所できるよう努めます。 
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③ ３月以内の退院が見込まれない場合  

    ３月以内の退院が見込まれない場合は、解約となります。この場合には、事業所に再び優先的

に入所することはできません。 

(5) 円滑な退所のための援助 

利用者が事業所を退所する場合には、利用者の希望により、彩は利用者の心身の状況、置かれ

ている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を利用者に対して速やかに行いま

す。 

① 適切な病院若しくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

② 居宅介護支援事業者の紹介 

③ その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

④ 他のホームへ住み替える場合 要介護状態が重度化し、当彩での介護が困難になった場 合、

医師の意見を踏まえ利用者及び代理人並びに身元保証人兼連帯保証人と協議の上他の事業所へ

の住み替えを検討します。  

 

８ 代理人等について   

(1) 事業所では、契約締結に当たり、代理人、連帯保証人及び身元保証人の設定をお願いしていま

す。 

① 代理人は、利用者のご家族又は縁故者若しくは成年後見人等の中から選任していただくものと

します。 

 ② 代理人は原則として連帯保証人を兼ねることとします。但し、事業所と代理人と協議の上、

代理人とは別の者を連帯保証人とすることができるものとします。 

 ③ 連帯保証人は身元保証人を兼ねるものとします。 

(2) 代理人の職務は、次の通りとします。 

 ① 利用者に代わって又は利用者とともに、契約書に定める解約・解除の意思表示及び手続き、

その他利用者を代理して行う意思表示、事業所の意思表示や報告・通知の受領、事業所との協

議等を行うこと。 

② 利用者を代理して、又は利用者に代わって、サービス利用料等を支払うこと。 

(3) 連帯保証人の職務は次の通りとします。 

   利用者と連帯して、本契約から生じる利用者の債務を負担すること。  

(4) 身元保証人の職務は、次の通りとします。 

    利用契約が終了した後、事業所に残された利用者の所持品（残置物）を利用者自身が引き取れ

ない場合の受取り及び当該受取り又は処分にかかる費用を負担すること。 

 (5) 連帯保証人の負担する保証債務の内容は以下のとおりとします。 

① 連帯保証人の負担は、極度額１５０万円を限度とします。 

②  連帯保証人が負担する債務の元本は、利用者、代理人又は連帯保証人が死亡したときに、確定

するものとします。 

③ 事業所では、連帯保証人から請求があったときは、遅滞なく、利用料等の支払状況や滞納金の

額、損害賠償の額等、利用者の全ての債務の額等に関する情報を提供します。 

④ 連帯保証人が死亡又は法律上適格でなくなった場合は、利用者又は代理人は別の連帯保証人 

選任するものとします。 
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９ サービス利用に当たっての留意事項 

(1) ご来所の際 

① 利用者又は代理人は、体調の変化があった際には事業所の従業者にご一報ください。 

② 利用者は、事業所内の機械及び器具を利用される際、必ず従業者に声をかけてください。 

(2）禁止行為 

以下の行為につきましては、ご遠慮ください。   

 ① 決められた場所以外での喫煙・飲酒・飲食等（喫煙のみ、敷地内全面禁止） 

 ② 従業者又は他の利用者に対し、ハラスメントその他の迷惑行為を行うこと 

③ 事業所内での金銭及び食物等のやりとり 

④ 従業者に対する贈物や飲食のもてなし 

⑤ 従業者及び他の利用者に対する身体的・精神的暴力 

⑥ その他決められた以外の物の持ち込み 

10 緊急時の対応    

サービス提供時に利用者の病状の急変が生じた場合、その他必要な場合には、速やかに主治医又

は協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じます。 

 

11 非常災害対策 

彩は、非常災害その他緊急の事態に備え、必要な設備を備えると共に、常に関係機関と連絡を密

にし、とるべき措置についてあらかじめ消防計画を作成し、消防計画に基づき、従業者等の訓練を

行います。 

  

防火責任者  梅原 寿浩 

 

 

12 事故発生時の対応 

サービス提供により事故が発生した場合には、代理人及び身元保証人兼連帯保証人、市町村、関

係医療機関等への連絡を行うなど必要な措置を講じ、事故の状況や事故に際してとった処置につい

て記録し、賠償すべき事故の場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

13 身体拘束の禁止 

原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束を行わないことを約束します。ただし、緊

急やむを得ない理由により拘束をせざるを得ない場合には、事前に利用者及び代理人並びに身元保

証人兼連帯保証人へ十分な説明をし、同意を得ると共に、その態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由について記録します。 

 

14 高齢者虐待の防止、尊厳の保持 

利用者の人権の擁護、虐待の防止のために、研修等を通して従業員の人権意識や知識の向上に努

め、利用者の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

利用者の人権及びプライバシーの保護、ハラスメントの防止等のため業務マニュアルを作成し、
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従業者教育を行います。 

 

虐待防止のための担当者  水上 裕美 

 

15 守秘義務に関する対策 

事業所及び従業者は、業務上知り得た利用者及び代理人並びに身元保証人兼連帯保証人の秘密を

洩らさないことを厳守します。また、退職後においてもこれらの秘密を厳守するべき旨を、従業者

との雇用契約の内容としています。 

 

16 苦情相談窓口 

※サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応します。 

当 彩相談窓口 

解決責任者 管理者    水上 裕美 

受付責任者 生活相談員  小島 真由美 

             

ご利用時間 ８：３０～１７：３０ 
ご利用方法 電話（０９６-２４３-１０１３） 

      面接（水上） 

      ご意見箱（玄関テーブルに設置） 

※不在の場合は、他の従業者が対応し、担当者に確実に

伝達します。 

 

 

 

 

 

苦 情 解 決 手 順 

苦情の申し出・相談を担当者が受付け→事実の確認→ 

対応策の作成→申し出者への説明と承認→実施→ 

結果の確認→申し出者に報告→再発防止のための歯止め

と記録の保存 

・ 第３者委員会を設置しています。また、苦情は第

３者委員会・市町村・国保連合会及び熊本県運営

適正化委員会に直接申し出ができます。 

・ 結果に納得が得られない場合は、市町村・国保連

合会・県へ報告及び対応を協議します。 

 

◎ 第３者委員会   

小原 法誓 ０９６－３５７－４５４３ 

 髙江 康明 ０９０－３３２９－２３４９ 

 

◎ 熊本県国民健康保険団体連合会 苦情相談窓口   

〒８６２-０９１１  熊本市健軍２丁目４番１０号 

ＴＥＬ ０９６－２１４－１１０１ 

 

◎ 熊本市 高齢者支援部 介護事業指導課 

ＴＥＬ ０９６－３２８－２７９３ 

 

◎ （有）全国有料老人ホーム協会 

ＴＥＬ ０３－５２０７－２７６３ 

 

17 協力医療機関等 

事業所は、下記の医療機関や歯科診療所に協力をいただき、利用者の状態が急変した場合等には、

速やかに対応をお願いするようにしています。 
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医療機関 

にしくまもと病院 

熊本県熊本市南区富合町古閑１０１２ 

ＴＥＬ ０９６－３５８－１１１８ 

【診療科】 

内科、整形外科、泌尿器科、皮膚科、代謝内科、循環器内科 

呼吸器内科、脳神経内科、訪問診療部 

 

入院設備 あり 

歯科医療機関 

ひらのデンタルクリニック 

熊本県熊本市南区富合町新４１７－５ 

ＴＥＬ ０９６－３５７－４６５８ 

 

◇緊急時の連絡先 

なお、緊急の場合には、ご記入いただいた代理人及び身元保証人兼連帯保証人に連絡します。 

 

18 損害賠償について 

事業所において、事業所の責任により利用者に生じた損害については、事業所は、速やかにその

損害を賠償します。守秘義務に違反した場合も同様とします。ただし、損害の発生について、利用

者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人に故意又は過失が認められた場合や、利用者の置かれた

心身の状況等を斟酌して減額するのが相当と認められた場合には、事業所の損害賠償責任を減じさ

せていただきます。 

事業所は、自己の責めに帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以下の各

号に該当する場合には、事業所は損害賠償責任を免れます。 

① 利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の

重要事項について故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生

した場合 

② 利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人が、サービスの実施のため必要な事項に関する

聴取、確認に対して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発

生した場合 

③ 利用者の急激な体調の変化等、事業所が実施したサービスを原因としない事由に専ら起因して

損害が発生した場合 

④ 利用者又は代理人及び身元保証人兼連帯保証人が、事業所及び従業者の指示・依頼に反して

行った行為に専ら起因して損害が発生した場合 

 

19 衛生管理等 

事業所は、利用者の使用する食器、その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に

努めるとともに、医薬品及び医療機器の管理を適正に行ないます。 

  事業所は、当事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲

げる措置を講じます。 

①  事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレ
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ビ電話装置等を活用して行うことができるものとします。）を定期的（３ヶ月に１回）に開催する

とともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ります。事業所における感染症（及び食中

毒）の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

②  事業所において、従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに

感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に（年２回以上）実施します。 

 

20 業務継続計画の策定等 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する介護支援の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、

当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

また、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的

（年２回以上）に実施します。更に、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継

続計画の変更を行います。 

 

21 地域との連携等  

事業所は、その指定サービスの提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表

者、事業所が所在する市町村の職員又は当該事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援セン

ター職員、地域密着型特定施設入居者生活介護について知見を有する者等により構成される協議会

（以下この項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね２月に１回以上、運営推進

会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価をうけるとともに、運営推進会議から必要

な要望、助言等を聴く機会を設けます。 

 ２ 事業所は、前項の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに当該記録を公表

するものとします。 

 ３ 事業所は、その運営に当たっては、地域住民又は住民の活動との連携や協力を行うなど、地域と

の交流に努めます。 

    

運営推進委員会の開催状況 開催回数：２か月に１回隔月開催 

出席者：事業所代表、家族、理事等、地域住民、自治会長 

主な議題：事業所運営状況の報告、活動報告 
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サービスの開始に当たり、利用者に対して利用契約書及び本書面に基づいて重要事項を説明し交付

しました。今後、この重要事項説明書に変更が生じた場合は、文書にてお知らせし、同意をいただくこ

ととします。 

 

令和  年  月  日 

 

      事業者            住  所               熊本県熊本市南区富合町古閑９９４－１ 

                        事業者（法人）名  社会福祉法人 和創会 

               代表者名      由井 照二        印 

   

                       事業所名    地域密着型特定入居者生活介護 彩       

                      （事業所番号） ４３９２３０００７７ 

                      

 

   説明者          職  名    

                 氏  名                 印 

 

 

私は、利用契約書及び本書面により、事業所から提供サービスについて重要事項説明を受け同意し

ました。 

 

令和    年    月   日 

利 用 者 

住 所     

 

氏 名                   印 

 

 

代 理 人 

住 所     

 

氏 名                     

 

 

身元保証人兼連帯保証人 

住 所     

 

氏 名                   印 

 


